
の状況などについて、そのあらましをお知らせします。

　

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）採用状況　「平成30年度　採用者　30名」

　  内訳 医師　　 9名 看護職 17 名 医療技術職　　 3 名

　　　　　　 事務職 1名 労務職 0 名

（２）退職状況　「平成30年度　退職者　39名（定年退職　6名含む）」

 内訳 医師　　 7名 看護職 15 名 医療技術職　　 12 名

事務職 3名 労務職 2 名

（３）部門別職員数の状況（各年4月1日）

医療職

看護職

医療技術職

事務職

労務職

計

事務局

高等看護学院

計

派遣職員を含み、嘱託職員及び臨時職員を除いています。

※ 看護部（地域連携室、医療安全管理室を含む）

医療技術部（中央放射線室、検査室、医療技術室、栄養室を含む）

事務部（地域連携室を含む）

496

487 487

499

12

11

1

12

　平成30年度における邑楽館林医療事務組合職員の任免や勤務時間その他の勤務条件

区 分

部 門

臨床検査技師及び臨床工学技士の退職

放射線治療科医師及び救急科医師の採用

人 事 行 政 の 運 営 等 の 公 表

一
般
会

計

病

院

会

計

合 計

職 員 数

平成28年 平 成 29 年 平成30年

484

284

38

280279

4038

101

※　職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者及び構成団体からの

平成29年から平成30年の主な増減理由

5151

103

15

47

100

15

499

12

11

1

16

1

11

1



２ 職員の給与の状況

（１）職員給与費の状況

平成30年度一般会計当初予算

職 員 数 　　　　　給　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人あたりの

（Ａ） 給 料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計 （ Ｂ ） 給与費(Ｂ/Ａ)

人 千円 千円 千円 千円 千円

12 48,473 11,529 19,893 79,895 6,658

平成30年度病院会計当初予算

職 員 数 　　　　　給　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人あたりの

（Ａ） 給 料 職 員 手 当 期末勤勉手当 計 （ Ｂ ） 給与費(Ｂ/Ａ)

人 千円 千円 千円 千円 千円

496 1,754,983 1,080,394 695,426 3,530,803 7,119

※職員手当には、退職手当は含みません。

（２）職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

209,000円
193,200円

短大３卒 － 183,200円 208,100円

短大２卒 － 198,800円 161,300円

高校卒 － － － 148,600円 144,100円

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

一般会計

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢

一般行政職 402,400円 514,545円 50.0歳

教 員 職 334,238円 390,382円 44.8歳

病院会計

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢

医 療 職 525,419円 1,340,081円 48.0歳

医療技術職 281,964円 356,753円 36.5歳

看 護 職 293,477円 368,163円 37.7歳

事 務 職 283,546円 340,876円 38.3歳

労 務 職 283,911円 332,518円 46.0歳

（注）給与月額とは、給料月額に扶養手当などの諸手当を加えたものです。

区 分 医 療 職
薬剤師 (6卒 )
医 療 技 術 職

看 護 職

－大学卒 318,200円 213,500円 180,700円

事務職・福祉職 技 能 労 務 職

2



（４）職員手当の状況

◇期末・勤勉手当及び退職手当

期 末 勤 勉
1.225月分 0.9月分

(1.025月分) (1.1月分)
1.375月分 0.95月分

(1.175月分) (1.15月分)
2.6月分 1.85月分

(2.2月分) (2.3月分)

自己都合退職 定年退職
最高限度額 47.709月分 47.709月分
勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分
勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分
勤続３０年 34.7355月分 40.80375月分

※期末・勤勉手当の表中の（　）内は、課長職以上の支給割合です。
　また、期末・勤勉手当及び退職手当の支給割合は国と同じです。

◇扶養手当等
　　区分

種類
配偶者・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,500円
配偶者のいない職員の扶養親族のうち1人・・10,000円
子 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10,000円
配偶者以外の扶養親族 ・・・・・・・・・・ 6,500円
16歳から22歳までの子(加算分)・・・・・・・5,000円

借家の場合
　家賃から12,000円を除いた額を支給
　ただし、最高支給限度額・・・・・・・・ 27,000円

自転車などの交通用具使用者の場合
　片道 2km未満　　 　・・・・・・・・・・・・  0円
　片道 2km以上 5km未満・・・・・・・・・・ 2,000円
　片道 5km以上10km未満・・・・・・・・・・ 4,200円
　片道10km以上15km未満・・・・・・・・・・ 7,100円
　片道15km以上20km未満・・・・・・・・・・10,000円
　片道20km以上25km未満・・・・・・・・・・12,900円
　片道25km以上30km未満・・・・・・・・・・15,800円
  片道30km以上35km未満・・・・・・・・・・18,7OO円
　片道35km以上40km未満・・・・・・・・・・21,600円
　片道40km以上45km未満・・・・・・・・・・24,400円
　片道45km以上50km未満・・・・・・・・・・26,200円
  片道50km以上55km未満・・・・・・・・・・28,000円
　片道55km以上60km未満・・・・・・・・・・29,800円
  片道60km以上・・・・・・・・・・・・・・31,600円
交通機関利用者の場合
　6か月定期券等の価格による一括支給
　ただし、最高支給限度額(1か月あたり)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・ 55,000円

通勤手当

住居手当

扶養手当

邑 楽 館 林 医 療 事 務 組 合

区 分

退 職 手 当

支 給 割 合

(平成30年4月1日現在)

同じ

同じ

同じ

国

６月期

１２月期

計

区 分
支 給 割 合

期末・勤勉 手当

3



◇特殊勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給対象職員１人当たりの平均支給月額

手当の種類

臨床研究手当

夜間看護手当

救急患者取扱手当

多くの職員に支給
されている手当

（５）級別職員数の状況（平成30年4月1日現在）

一般会計

　 区　　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計

標準的な 　 　 事務長 事務局長

職務内容 　  

職員数 　 　 1人 1人 2人

構成比 　 　 50% 50% 100%

標準的な 専任教員 専任教員 教務主任 学院長

職務内容

職員数 2人 6人 1人 1人 10人

構成比 20.0% 60.0% 10.0% 10.0% 100%

(平成30年度)

全 職 種

支給額の多い手当

代表的な手当の名称

一

般

行

政

職

特 殊 勤 務 手 当

区 分

教

員

職

78.9%

70,800円

20種類

救急患者取扱手当
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病院会計

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計

標準的な 診療科

職務内容 (副)部長

職員数 4人 5人 26人 5人 40人

構成比 10.0% 12.5% 65.0% 12.5% 100%

標準的な 薬剤師 主査 室長補佐 副部長

職務内容 技師等 主任 補佐代理 室長

職員数 3人 57人 30人 7人 4人 101人

構成比 3.0% 56.4% 29.7% 6.9% 4.0% 100%

標準的な 看護副師長 看護副部長

職務内容 主任 看護師長

職員数 0人 147人 117人 15人 1人 280人

構成比 0.0% 52.5% 41.8% 5.4% 0.3% 100%

標準的な 主査 係長 課長 事務部長 事務部長

職務内容 主任 係長代理 室長 参事 　

職員数 0人 20人 16人 11人 2人 2人 　 51人

構成比 0.0% 39.2% 31.3% 21.7% 3.9% 3.9% 　 100%

標準的な 看護助手 　

職務内容 調理主任 　

職員数 3人 4人 8人 　 15人

構成比 20.0% 26.7% 53.3% 　 100%

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

◇勤務時間

◇年次有給休暇

　　年次有給休暇は、心身の疲労を回復させ、維持培養を図ることを目的として、労働基準法

　第39条の規定に従って与えられる有給の就労義務免除の休息です。

　　また、年次有給休暇は一年間に20日間付与されますが、請求権発生後2年以内に権利を行使

　しなければ時効により消滅し、時効で消滅しない限り翌年に繰り越されます。

区 分

医
療
職

医員 医長
(副)院長
医療部長
管理室長

医
療
技
術
職

技師等 部長

事
務
職

主事補等 主事
課長補佐
室長補佐
主　　幹

労
務
職

調理師

看 護 助 手
運 転 士 長
総 調 理 長
調  理  長

看
護
職

准看護師
助産師
看護師

准看護師
看護部長

38時間45分 8時30分

１週間の正規の勤務時間 １日の正規の勤務時間

7時間45分

勤務の開始時間 勤務の終了時間

17時15分

休憩時間

12時00分から

13時00分まで
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

◇分　限

　　職員が一定の事由によって職務を十分に果たすことが期待できない場合、あるいは職制

　若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合に、本人の意に反し

　てその身分に不利益な変動をもたらす処分を分限処分と言います。分限処分には、免職、

　休職、降任、降給の4種類があります。

（分限処分の状況)

◇懲　戒

　　職員の一定の義務違反に対して、任命権者がその職員の責任を追及して行う制裁であ

　り、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われる不利益処分です。懲

　戒処分には、免職、停職、減給、戒告の4種類があり、これ以外の懲戒処分はありません。

　　ただし、非行の内容、程度、その他の事情等を総合的に判断した結果、懲戒処分とする

　には至らない軽微な義務違反に対して、文書や口頭により将来に向け注意を与える場合が

　　あります。

    平成30年度においては、懲戒処分の該当者はありませんでした。

５　職員の服務の状況

◇地方公務員の服務規律の概要

　　服務は、職員が該当職務に服することを言いますが、憲法第15条第2項に「すべて公務

　員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない」と規定されており、これに基づき

　地方公務員法では服務の根本基準を「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のた

　めに勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならな

　い」(地方公務員第30条)と定めております。この根本基準の具体的な規定として、次のよ

　うな服務上の義務が地方公務員法で定められております。

（地方公務員法に定められている職員の義務)

条 文

31条 服務の宣誓 身分上

32条 法令等及び上司の業務上の命令に従う義務 職務遂行上

33条 信用失墜行為の禁止 身分上

34条 秘密を守る義務 身分上

35条 職務に専念する義務 職務遂行上

36条 政治的行為の制限 身分上

37条 争議行為等の禁止 身分上

38条 営利企業等の従事制限 身分上

◇職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

　（主な免除事由）

　　・各種研修会への参加

　　・各種健康診断の受診

　　・地方公務員法第42条に基づいて実施される厚生事業への参加

件 数

心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号） 3名

区 分事 項

処 分 の 種 類

休　　　職

処 分 の 事 由
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６　職員の研修の状況

　職員研修は地方公務員法第39条に基づき職員の公務能率向上と人材育成を目的に職員研修を

　実施しております。

（階層別・専門研修等）

研 修 名 開催場所 内 容 対 象 者 総人数

・看護部の理念・方針 平成30年4月2～3日

・感染防止 看護師採用職員

・事故防止 医療技術職採用職員

・医療人のサービスマナーと心構え 研修医

・各職場との連携

・病院の理念と医療倫理 平成30年4月2日

・病院の医療方針 医師採用職員

・医療安全・地域医療連携

・組織及び服務規則

・病院組織と医療行政 平成30年4月4日

・職員としての心構えと服務規則 看護師採用職員

・病院の理念と医療倫理 医療技術職採用職員

・患者情報と守秘義務 研修医

感染対策研修 講堂 ・結核について
平成30年5月24日
同年6月1,4,12日
全職員(委託契約業者含む)

613名

医療安全研修 講堂 ・医療安全管理者研修伝達講習
平成30年6月25日
同年7月4,5,10日
全職員

529名

感染対策研修 講堂 ・インフルエンザと感染対策
平成30年11月19,22,28日
同年12月4日
全職員(委託契約業者含む)

659名

医療安全研修 講堂

・医療事故扱いの褥瘡と創傷
・カルテ開示請求方法
・医療安全実行部会活動報告
・ハイリスク薬と麻薬の投薬手順

平成31年1月28,29,30,31日
同年2月1日
全職員

527名

経営研修 講堂
・「病院淘汰の時代、生き残るため
病院考える成果をあげるための仕組
みと考え方」

平成31年2月14日
全職員

113名

５Ｓ研修 講堂
・５Ｓの効果
～仕事の無駄の減少、安全の確保、
モラルの向上～

平成31年3月14日
全職員

160名

（派遣研修）

研 修 名 開催場所 内 容 対 象 者 総人数

各種専門機関
（医療職）
各種専門機関
（看護職）
各種専門機関
（医療技術職）
各種専門機関
（事務職）

25名

122人

25名

7名
新規採用職員研修

札幌ほか

仙台ほか

山梨ほか

会議室

講堂

講堂

東京ほか 114人

日本脳卒中学会ほか各種学会

日本手術看護学会ほか

日本医学検査学会ほか

診療報酬改定説明会ほか

医師職員

看護職員

医療技術職員

事務職員

79人

135人
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況

◇職員の健康の保持増進対策

　〔健康診断〕

健 康 診 断 等 の 種 類 実 施 期 間 受 診 者 数

 4月17日（火） 受診対象職員数　　486人

～ 受診者数　　　    456人

 5月2日（水） 受診率　　　　　 93.8％

4月17日（火） 受診対象職員数　　481人

～ 受診者数　　　    431人

5月7日（月） 受診率　　　　　 89.6％

11月1日（木） 受診対象職員数　　全職員

～ 受診者数　　　　　456人

1月9日（水）

Ｂ型肝炎抗体検査及び 受診者数

ワクチン接種(3回) 　Ｂ型肝炎抗原抗体検査　　全職員

　Ｂ型肝炎ワクチン接種　　  15人

   

Ｂ型肝炎接種後抗体検査

健康診断にて4月17日(火)

受診対象職員数

　一泊二日ドック　　　496人

　日帰りドック　　　　496人

受診者数

　一泊二日ドック　　　  8人

　日帰りドック　　　　165人

受診率

　一泊二日ドック　　　 1.6％

　日帰りドック　　　　33.2％

受診対象職員　　　　　496人

受診者数　　　　　　　  2人

受診率　　　　　　　   0.4％

随 時

随 時脳ドック

定期健康診断

胸部Ｘ線撮影

インフルエンザ予防接種

短期人間ドック

感染症予防対策検査及び予防接種

8



　

〔生活習慣病対策〕

　　群馬県市町村職員共済組合で30歳以上の職員を対象にして実施している子宮がん・

　乳がん・胃がん・大腸がんの各検診を希望する職員を対象に実施しております。

〔禁煙対策〕

　　病院内は全面禁煙を実施しております。

〔レクリエーションの実施状況〕

事 業 名 実 施 年 月 日 参 加 人 数

◇労働安全衛生法に基づく安全衛生管理の状況

　邑楽館林医療事務組合職員安全衛生管理規程に基づく産業医等の設置状況

（産業医）

氏 名 所 属 等 備 考

公立館林厚生病院　外科部長

予防医学センター長 兼務

公立館林厚生病院　

リハビリテーション科部長

※産業医の業務(邑楽館林医療事務組合職員安全衛生管理規程第8条第2項関係)

　・健康診断の実施及びその結果に基づく職員の健康を保持するための措置に関する業務

　・職場環境の維持管理に関する業務

　・作業の管理に関する業務

　・職員の健康管理に関する業務

　・健康教育、健康相談その他職員の健康の保持増進を図るための措置に関する業務

　・衛生教育に関する業務

　・職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関する業務

※産業医が実施した職場巡視の状況

　・期　　日　　毎月　1回

　・実施場所　　病院内

岩　佐　　晋

28名

25名

 6月17日(日)

10月8日(月)

新 井　弥 生

公立病院バレーボール大会

公的病院野球大会
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役 職 名 職 名 氏 名 備 考

委 員 長 院長 新 井　昌 史

委 員 副院長兼医療安全管理室長 岩 﨑　   茂 衛生管理者

〃 内科兼循環器内科部長兼脳心血管センター長 遠 藤　路 子 衛生管理者

〃 リハビリテーション科部長 岩 佐　   晋 衛生管理者、産業医

〃 外科兼消化器外科部長兼予防医学センター長 新 井　弥 生 産業医

〃 学院長 岡 田　優 子 衛生に関し経験を有する者

〃 看護部長 長 倉　直 美 衛生に関し経験を有する者

〃 薬剤室長 神 谷　輝 彦 衛生に関し経験を有する者

〃 内科部長兼予防医学センター副センター長 徳 丸　健 吉 職員推薦委員

〃 事務部長兼人事秘書課長 諸 貫　   茂  職員推薦委員人事秘書課長職

〃 医療サービス課医事統括係長代理 石田　有佳里 職員推薦委員

〃 経営企画課財政係主任 粟 野　   慧 職員推薦委員

〃 栄養室主査 五 箇　幸 子 職員推薦委員

〃 中央放射線室診療放射線技師 藤 澤　   愛 職員推薦委員

〃 医療安全管理室感染管理係主任 田沼　奈津江 職員推薦委員

〃 外来主任 近 藤　晴 美 職員推薦委員

〃 検査室主査 高 橋　   泰 職員推薦委員

事 務 局 人事秘書課人事厚生係長 佐藤　和加子 36協定労働者代表

※衛生委員会委員の業務（邑楽館林医療事務組合職員安全衛生管理規程第１０条関係）

　　・職員の健康障害及び危険を防止するための基本となるべき対策

　　・職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策

　　・公務災害の原因及び再発防止対策で衛生に係るもの

　　・前３号のほか、職員の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項

◇災害補償の実施状況

〔公務災害補償の概要〕

　　地方公務員法において「職員が公務に因り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかった

　場合等において、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受

　ける損害は、補償されなければならず、この補償の迅速かつ公平な実施を確保するため

　に」公務災害補償制度が法律で定められており、療養補償、休業補償、疾病補償、損害

　補償、介護補償、遺族補償及び葬祭補償に関する事項が定められております。なお、公

　務災害の種類には、公務災害と通勤災害があります。

　※公務災害の認定件数（平成30年度)

　　・公務災害　     0件

　　・通勤災害　　　 0件

職員衛生委員会委員
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◇互助会に対する助成の状況

　　互助会組織として、邑楽館林医療事務組合職員共済会があります。

　　邑楽館林医療事務組合職員共済会は、会員の相互救済及び福利厚生を図ることを目的

　に、共済給付事業、共済助成事業、地方公務員法第42条の規定に基づき邑楽館林医療事

　務組合に代わり当該組合から助成を受けて、地方公共団体の責務としての職員の保健、

　元気回復その他厚生に関する事項について計画を立て厚生事業を実施しております。

　　また、邑楽館林医療事務組合職員共済会は、会員の会費と組合からの助成金により運

　営されており、平成30年度の予算額は、17,464,000円で、その内、組合からの助成金は

　5,240,000円となっております。

◇共済制度の概要

　　地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員

　及びその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資す

　ることを目的として設けられております。

　　地方公務員の共済組合は、その目的を達成するために、大きく分けて次の3つの事業

　を行っております。

　　☆短期給付事業・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対

　　　　　　　　　　　して、必要な給付を行っています。

　　☆長期給付事業・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行

　　　　　　　　　　　っています。

　　☆福祉事業・・・・健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金

　　　　　　　　　　　貸付などを行っています。

８ 勤務条件に関する措置の要求の状況

　◇制度の概要

　　　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団

　　体の当局により適当な措置がとられるべきことを要求することができる制度です。(地方

　　公務員法第46条）

　　(給　与)

　　　給与は、勤務条件の基本的事項であるだけに、措置要求の対象としては最も多いもの

　　と考えられ、給与ベースの改定、初任給及び給与額の不均衡是正、昇給制度の改善又は

　　昇給の完全実施、超過勤務手当の完全支給、宿日直手当などの諸手当の増額、諸手当の

　　支給を受ける者の範囲、種類、額の改善などがあります。

　　(勤務時間)

　　　勤務時間の長さ、交替勤務の場合の勤務時間の割振り、休息時間、休憩時間あるいは

　　休暇に関する問題などがあります。

　　(その他の勤務時間)

　　　給与、勤務時間以外の勤務条件としては、旅費の種類、金額支給条件の改善、執務環

　　境の改善などがあります。

　 ◇件数及び処理状況

　　　平成30年度において勤務条件に関する措置要求はありませんでした。
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９ 不利益処分に関する不服申し立ての状況

　◇制度の概要

　　　不利益処分は、職員の地位又はその身分の取り扱いに関しての意に反して行う不利益

　　な処分のことで、この処分に対する不服申し立ては、処分があったことを知った日の翌

　　日から起算して60日以内にしなければならず、処分があったことを知らなかった場合で

　　も、処分のあった日の翌日から起算して1年を経過したときは、不服申し立てをすること

　　ができない制度です。(地方公務員法第49条の3)

　◇件数及び処理状況

　　　平成30年度において不利益処分に関する不服申し立てはありませんでした。
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